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平成２１年３月期 決算情報（連結） 

平成２１年６月８日 

会  社  名  中日本高速道路株式会社    上場取引所  非上場 
コ ー ド 番 号                                     ＵＲＬ  http://www.c-nexco.co.jp 
代  表  者 （役職名）代表取締役会長 （氏名）矢野 弘典 
 
定時株主総会開催予定日  平成 21年 6月 26 日  
有価証券報告書提出予定日 平成 21年 6月 29 日  
  

（百万円未満切捨て） 
１．２１年３月期の連結業績（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日） 
(1)連結経営成績                                  
 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円

21 年 3月期 
20 年 3月期 

７９１，７２９ 
７４１，７０２ 

１１，７７５
１７，９７９

１３，８４６
１８，９５０

８，０９３
１０，９００

 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

自 己 資 本 

当期純利益率 

総 資 産 

経常利益率 

売 上 高 

営業利益率 

  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

21 年 3月期 
20 年 3月期 

６２．２５ 
８３．８５ 

－ 
－ 

４．６
６．６

１．１
１．７

１．５
２．４

(参考) 持分法投資損益     ２１年３月期 １３２百万円    ２０年３月期 １１７百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

21 年 3月期 
20 年 3月期 

１，３０９，３９８ 
１，２０３，４０５ 

１８０，７９７
１７４，２４６

１３．７
１４．３

１，３８３．０５
１，３２１．０２

(参考) 自己資本   ２１年３月期 １７９，７９７百万円  ２０年３月期 １７２，９５３百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

21 年 3月期 
20 年 3月期 

△１１８,６８５ 
  △１７５,１３８ 

△４０，９２０
△７，１４９

１３３，６１２
１８８，３８３

７６，５３７
１０２，５３０

 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日）
第１ 

四半期末 
中間期末 

第３ 
四半期末

期末 年間 

配当金総額
(年間) 

配当性向 
（連結） 

純資産 
配当率 
（連結） 

  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

21 年 3月期 
20 年 3月期 

－ 
－ 

－ 
－ 

－
－

－
－

0 円 00銭
0 円 00 銭

－
－

－
－

－
－

 
 
３．２２年３月期の連結業績予想（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日） 

 
 

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 
1株当たり 
当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

通    期 ６４５，９００ ７，４００ ６，２００ ３，７００ ２８．４６
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有 ･ 無 
 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 ･ 無 
② ①以外の変更   有 ･ 無 

〔(注)詳細は、14ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 
 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む）  21 年 3月期 130,000,000 株 20 年 3月期 130,000,000 株 
② 期末自己株式数 21 年 3月期     0 株 20 年 3 月期         0 株 

 (注) 1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、39 ページ「１株当たり情報」
をご覧ください。 

 
 
(参考)個別業績の概要 
 

１.２１年３月期の個別業績(平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日) 
(1)個別経営成績                              
   

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円

21年 3月期 
20 年 3月期 

７７６，６１９ 
７２５，５８７ 

７，７３７
１５，７４１

８，４０９
１６，４３９

５，３６３
１０，３６０

 
 １株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

 円 銭 円 銭

21 年 3月期 
20 年 3月期 

４１．２５ 
７９．６９ 

－ 
－

 
(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

21 年 3月期 
20 年 3月期 

１，２９８，４２６ 
１，１８３，１６１ 

１７２，９５３
１６７，５９０

１３．３
１４．２

１，３３０．４１
１，２８９．１５

(参考) 自己資本      ２１年３月期 １７２，９５３百万円 ２０年３月期 １６７，５９０百万円 
  

２．２２年３月期の個別業績予想（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日） 
  

 
営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

1株当たり 
当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

通    期 ６２３，７００ ５，７００ ４，３００ ２，６００ ２０．００

 
 
 

 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 上記の連結業績予想及び個別業績予想は、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に基づい

ており、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績は、さまざまな要素により、上記予想数値と

異なる可能性があることをご承知おきください。 



－ 1 －  
 -

１ 経営成績及び財政状態 

 

2009 年３月期の連結業績 

 当社グループは、高速道路事業をはじめ、高速道路内における休憩所事業等を行い、2009 年３月

期の連結業績は、次のとおりとなりました。 

 高速道路事業は、料金収入は景気後退の影響で計画を下回ったものの、節減等により管理費用も

抑制したこと、また、関連事業は、営業施設の運営を担う中日本エクシス㈱（連結子会社）と一体

となったコンビニエンス・ストアの展開や「安心実現のための緊急総合対策」 を受けた高速道路

料金引き下げに伴うカード会員の飛躍的な増加などにより、高速道路事業、関連事業をあわせた当

期の営業利益は１１,７７５百万円、経常利益は１３,８４６百万円、当期純利益は８，０９３百万

円となりました。 

 セグメント別の営業成績は次のとおりです。 

 

（１）高速道路事業 

   営業収益は、料金収入５５７，６７２百万円、道路資産完成高１７２，９２０百万円を計上す

るなどした結果、７４５，８１７百万円となりました。 

   営業費用は、道路資産賃借料４３９，０４３百万円、道路資産完成原価１６２，８４３百万円、

管理費用等１３７，８９０百万円を計上し、７３９，７７８百万円となりました。 

   この結果、営業利益は６，０６４百万円となりました。 

 

（２）休憩所事業 

   営業収益は、２５，６２６百万円を計上し、営業費用は、１９，３３６百万円を計上した結果、

営業利益は６，３０３百万円となりました。 

 

（３）その他（関連）事業 

  トラックターミナル事業、旅行事業、海外事業、カードサービス事業、受託事業、占用施設活

用事業及び物販事業等の実施により、営業収益は２０，２８５百万円、営業費用は２０，８８３

百万円を計上しました。なお、今期は、カードサービス会員が飛躍的に伸びるなど、着実な事業

成果をあげましたが、事業拡大に向けた費用が上回った結果などにより、営業損失は△５９４百

万円となりました。 
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２ 企業集団の状況 

 

当社グループ（中日本高速道路株式会社、子会社１２社及び関連会社５社）は、高速道路事業（建設

事業、保全・サービス事業）、休憩所事業、その他（関連）事業の３部門に関係する事業を行っており、

各事業及び関係会社の状況は、次のとおりです。 

 

（１）高速道路事業 

当社グループは東海地方を中心とした１都１１県（注）の高速道路の新設、改築、維持、修繕その他

の管理を適正かつ効率的に行い、信頼性の高い高速道路ネットワークを構築することにより、安全・安

心・快適な高速道路空間を提供し、国の経済対策や顧客動向変化への対応、地域間交流・活性化や環境・

持続可能社会への貢献などを目的として以下の事業を実施しています。 

建設事業については、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構と締結した「協定」の完成年度、

事業費を基本として、地域の期待に応え、事業への理解と協力を得ながら、安全と品質を確保し、環境

保全、コスト縮減を図りつつ、早期開通に努めます。 

保全・サービス事業については、日本の東西基幹交通を担う大動脈である東名・名神をはじめ、沿線

地域の皆様の生活を支える高速道路を管理・運営しており、「お客様第一主義」を徹底し、お客様の声

を的確に反映させたサービス、業務の改善に取り組み、お客様に満足していただけるサービスを 24 時

間 365 日提供します。 

(注)東京都、神奈川県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県

及び滋賀県 

 

（２）休憩所事業 

 休憩所事業では、高速道路の休憩所、給油所等の建設、管理等を行っています。 

当社が管理するサービスエリア・パーキングエリアのうち、１４１箇所の商業施設については、中日

本エクシス㈱（連結子会社）が運営、管理を行っています。 

 

（３）その他(関連)事業 

その他（関連）事業は、トラックターミナル事業、旅行事業、海外事業、カードサービス事業、受託

事業、占用施設活用事業及び物販事業等を行っています。 

トラックターミナル事業については、持分法適用関連会社である北陸高速道路ターミナル㈱が金沢に

おいてトラックターミナルの運営、管理を行っています。 

旅行事業については、ＥＴＣ企画割引と連携するなど、高速道路ドライブに関連した旅行商品を企

画・提供しています。 

海外事業については、ベトナムの高速道路設計業務の一部を受注し、海外拠点となるベトナム事務所

を開設しています。 

カードサービス事業においては、提携会員カード「プレミアムドライバーズカード」を発行しており、

各種プロモーション活動を展開して入会促進を図っています。 

受託事業については、当社が国、地方公共団体等の委託に基づく道路の新設、改築、維持、修繕等及

びその他委託に基づく事業等を行っています。 
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連結子会社 

 
   

2009年3月31日現在

名 称 住 所
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容

議決権の
所有割合
（％） 

関係内容 

 
中日本エクシス㈱ 
 

名古屋
市中区 

45 休憩所事業 100.0 

中日本エクシス㈱は、当社が保有するサ
ービスエリア・パーキングエリア内営業
施設の運営、管理を行っています。なお、
当社はかかる営業施設を中日本エクシス
㈱に賃貸しております。 
役員の兼任等  当社役員１名 

中日本エクストール
横浜㈱ 

横浜市 
西区 

100 高速道路事業 100.0 
料金収受業務を委託しております。 
役員の兼任等 なし 

中日本エクストール
名古屋㈱ 

名古屋 
市中区 

150 高速道路事業 100.0 
料金収受業務を委託しております。 
役員の兼任等 なし 

中日本ハイウェイ・
パトロール東京㈱ 

東京都 
新宿区 

50 高速道路事業 100.0 
交通管理業務を委託しております。 
役員の兼任等 なし 

中日本ハイウェイ・
パトロール名古屋㈱ 

名古屋 
市中区 

50 高速道路事業 100.0 
交通管理業務を委託しております。 
役員の兼任等 なし 

中日本ハイウェイ・
エンジニアリング 
東京㈱ 

東京都 
文京区 

90 高速道路事業 
89.8 

（17.7）
保全点検業務を委託しております。 
役員の兼任等 なし 

中日本ハイウェイ・
エンジニアリング 
名古屋㈱ 

名古屋 
市中区 

90 高速道路事業 
89.3 

（16.7）
保全点検業務を委託しております。 
役員の兼任等 なし 

中日本ハイウェイ・
メンテナンス東名㈱ 

東京都 
港区 

30 高速道路事業 
88.7 

（5.5）
維持修繕業務を委託しております。 
役員の兼任等 なし 
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（注）１．議決権比率欄の（）内は、間接所有割合で内数です。 

   ２．中日本ハイウェイ・メンテナンス中央株式会社は、平成 21 年 4 月 1 日に所在地を東京

都八王子市に移転しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名 称 住 所
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容

議決権の
所有割合
（％） 

関係内容 

中日本ハイウェイ・
メンテナンス中央㈱ 

山梨県 
中巨摩
郡昭和
町 

50 高速道路事業 100.0 
維持修繕業務を委託しております。 
役員の兼任等 なし 

中日本ハイウェイ・
メンテナンス名古屋
㈱ 

名古屋 
市中区 

45 高速道路事業 100.0 
維持修繕業務を委託しております。 
役員の兼任等 なし 

中日本ハイウェイ・
メンテナンス北陸㈱ 

石川県 
金沢市 

50 高速道路事業 100.0 
維持修繕業務を委託しております。 
役員の兼任等 なし 

NEXCO中日本サービ
ス㈱ 

名古屋 
市中区 

75 高速道路事業 100.0 
不動産関係業務等を委託しております。
役員の兼任等 なし 
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持分法適用の関連会社 

                                            2009年 3月 31日現在 

（注）1. 議決権比率欄の（）内は、間接所有割合で内数です。 

   2. 議決権比率欄の［］内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数です。 

 

名称 住所 
資本金 

（百万円）
主要な事業の
内容 

議決権の
所有割合
（％） 

関係内容 

 
北陸高速道路ターミナル㈱ 
 
 

石川県 
金沢市 

1,156 
その他（関連）
事業 

25.5 
（1.0）

石川県金沢市におけるトラックター
ミナル事業用地を賃貸しておりま
す。 
役員の兼任等  なし 

 
㈱NEXCOシステムズ 
 
 

東京都 
台東区 

50 高速道路事業 33.3 

料金、経理、人事、給与等の基幹シ
ステムの運用管理を委託しておりま
す。 
役員の兼任等  なし 

㈱高速道路総合技術研究所 
東京都 
町田市 

45 高速道路事業 33.3 

高速道路技術に関する調査、研究及
び技術開発業務を委託しておりま
す。 
役員の兼任等  なし 

㈱NEXCO保険サービス 
東京都 
文京区 

15 
その他（関連）
事業 

33.3 
保険代理店業務に関するサービスの
提供を受けております。 
役員の兼任等  なし 

ハイウェイ・トール・シス
テム㈱ 

東京都 
中央区 

75 高速道路事業 
18.2 

（7.8）
［7.8］

料金収受機械保守業務を委託してお
ります。 
役員の兼任等  なし 
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３ 経営方針 

 

 当社グループは、「良い会社で強い会社」をめざします。透明で健全な経営のもと、「お客様」、「安

全・安心」を最優先に、品質・コスト・スピード意識をより一層高め、ステークホルダー（利益共有者）

の皆様の信頼と期待に応えます。 

今般、当社グループを取り巻く諸情勢の変化を踏まえ、民間会社としての更なる飛躍に向け、今後５

ヶ年にわたる『2009 新経営計画（2009-2013）』を策定しました。当経営計画においては、2009 年から

2013 年までの５ヵ年を通じた経営基本方針を「グループ経営強化と飛躍への挑戦」とし、また重点施策

としてステークホルダーの皆様とのコミュニケーションや環境負荷の低減を重視したＣＳＲ経営の推

進やグループ一体経営の推進、新東名などのネットワークの早期整備、長期保全計画に基づく老朽化対

応、新料金割引への対応などを織り込んでいます。 

 

（１）５ヵ年を通じた経営基本方針 

「グループ経営強化と飛躍への挑戦」 

 

（２）2009 年度の経営方針 

１．グループと感度の向上、環境変化への的確な対応 

２．ＣＳＲ経営、グループ一体経営の推進 

３．2009 年度施策の確実な実行 

 

（３）今後５年間に実施する主な施策 

 

【全社共通施策】 

Ⅰ．ＣＳＲ経営の推進 

 ①お客様に満足して高速道路をご利用頂けるように、ＣＳ活動を強化します。お客様とのコミュニケ

ーションを大切にし、広報活動を強化します。 

 ②安全・安心の推進、地域連携や環境・持続可能社会への貢献など、情報やニーズの変化に的確に対

応したＣＳＲ施策の取り組みを推進します。 

 ③世界をリードする高速道路システムの構築を推進します。～新東名リーディングプロジェクト（注）

の推進～ 

 ④技術開発を推進します。 

 ⑤海外において積極的に事業を展開します。あわせて、国際社会との交流・国際貢献を実施します。 

 ⑥外国人のお客様がご利用しやすい高速道路空間の提供を推進します。 

 ⑦効率的な事業実施に向け、適切な調達を行います。 

 ⑧社員の「やりがい」を向上させるとともに、「チャレンジ精神」の更なる醸成と社内コミュニケー

ションの充実を図ります。 

（注）国土形成上特に重要な交通基盤施設である新東名高速道路について、現東名高速道路の渋滞

緩和といった補完機能にとどめることなく、わが国の最先端技術を活用した道路交通システム

や、先進的なサービス・メンテナンスの導入検討、新規休憩施設の展開や周辺地域を含めた開
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発プロジェクトなどの検討を組織横断的に実施する取り組み。 

Ⅱ．グループ一体経営の推進 

 ①グループ経営体制を強化し、グループ共通施策を推進します。 

 ②ＩＴマネジメント体制を充実し、ＩＴ化を推進するとともに、情報セキュリティ対策を充実・強化

します。 

 ③資金の自主調達を着実に拡大させます。 

 

【高速道路事業施策】 

 ①2013 年度までに、226ｋｍの高速道路を新規に開通させます。 

 ②「世界をリードする高速道路システム」を構築するために、新東名リーディングプロジェクトを推

進します。 

 ③安全・渋滞対策の推進のため４車線化などの車線増設を行うとともに、既存高速道路ネットワーク

の機能強化の推進のため、都市部の渋滞対策などについて検討を進めます。 

 ④スマートＩＣの更なる展開を図るなど、高速道路の利便性を向上させます。 

 ⑤「百年道路」実現に向けた取り組みを進め、お客様に安全で安心してご利用頂ける高速道路空間を

提供します。 

 ⑥多様化するニーズにお応えするため、常に「お客様の声」に耳を傾け、頂いたご意見・ご要望につ

いて積極的に対応し、お客様に快適に走行して頂ける高速道路空間を提供いたします。 

 ⑦コスト縮減を継続し、助成金（注）の獲得を目指します。 

 ⑧アウトカム指標を用いた事業目標を設定します。 

 ⑨蓄積した技術・ノウハウを活かしコンサルティング業務を行います。 

  （注）会社の経営努力により高速道路の新設、改築または修繕に関する費用を縮減した場合には、

機構に対して助成金（縮減額の一定額）の交付を申請することができます（インセンティブ助

成）。 

 

【関連事業施策】 

 ①コンビニエンス・ストアの導入など新業態や新商品の導入を進め、より便利なサービスエリアを実

現します。 

 ②地域のお客様にもご利用しやすいサービスエリアの創造に向け、エリアや店舗の改良を行います。

また、環境にやさしいサービスエリアを目指します。 

 ③おもてなしの心でお客様をお迎えするサービス・企画を推進します。 

 ④商業デベロッパーとして、店舗を運営するテナントを支援する企画を強化します。 

 ⑤新東名など、今後開通する区間において、地方自治体や企業などとの連携を図りながら新しいコン

セプトのサービスエリアにおける商業施設の開業を目指します。 

⑥「プレミアムドライバーズカード」の会員数が５０万人規模となるよう入会促進に努めるとともに、

高速道路やサービスエリアをはじめとして多様な施設でご利用されるカード会員の方へのサービ

ス向上に取り組みます。 

⑦グループ会社とも連携を図り、あらゆる可能性を追求しつつ、新しいビジネスの企画・開発を推進

します。 
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⑧気軽に出かける新しいドライブ旅行の形を提案するなど、旅行業を展開します。 

⑨高速道路の高架下スペースなどを活用した事業の企画・開発を推進します。 

⑩既存の物流拠点の利用促進を図るとともに、地方自治体や企業などと連携を図りながら新たな物流

拠点などの整備を進めます。 
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